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１ ご利用の皆様および沿線住民の皆様へ 

 

 養老線につきまして、日頃からご利用、ご支援いただき、誠にありがとうござ

います。 

平成30年1月1日より、沿線市町（大垣市、桑名市、海津市、養老町、神戸町、

揖斐川町、池田町）が設立した（一社）養老線管理機構（平成29年2月1日設立）

が、近畿日本鉄道㈱に代わり、第三種鉄道事業者として路線等の施設を保有・ 

維持管理し、引き続き養老鉄道㈱が第二種鉄道事業者として養老線の運行を  

担う新しい事業形態へ変更し養老線の運営を行ってから、8年が経過しました。 

その中で、当法人は、西美濃・北伊勢地域における地域住民の自立した日常 

生活と社会生活の確保及び活力ある都市活動の実現を図るための基盤となる 

鉄道輸送の重要性に鑑み、養老線における第三種鉄道事業を行い、当該地域に 

おける交通機能の充実と輸送の確保及び個性豊かで活力に満ちたまちづくりの

実現に継続して寄与することを目的に運営しております。 

令和7年度も鉄道事業再構築実施変更計画により、社会資本整備総合交付金を

活用して多くの設備投資工事を実施しました。各種鉄道施設の更新強化で安全

を確保するとともに、西大垣駅では、スロープ改良工事を行い駅構内の段差解消

を図り、多様な利用者への対応が可能となりました。これにより養老線全駅に 

おいて、段差が解消されたことになります。 

さらに、利用者の利便性向上においては、2か年で養老線の19駅で22台をクレ

ジット決済対応の多機能券売機を設置してキャッシュレス対応したことや、  

防犯対策も兼ねて駅ホーム照明のLED化を進めるなど、第二種鉄道事業者である

養老鉄道㈱と連携して実施することで、安全安心の運行に努めました。 

今後も安全安心のため多くの設備投資工事の実施や、利用者の利便の確保等

について更に取り組みを進めてまいります。 

本報告書は、鉄道事業法に基づき、養老線の輸送の安全確保のための取組や 

安全の実態についてまとめ、公表するものです。 

当法人では、養老鉄道㈱とともに、輸送の安全に全力で取り組んでまいります

ので、引き続き、沿線住民の皆様のご利用、ご支援をよろしくお願い申し上げま

す。 
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２ 基本方針 

  

代表理事以下関係職員は、安全第一の意識を持って事業活動を行える体制の

整備に努めるとともに、鉄道施設および職員を総合活用して輸送の安全を確保

するための管理の方針その他事業活動に関する基本的な方針を定めています。 

安全に関する基本的な方針を次のとおり定め、職員は協力して安全レベルの

さらなる向上を目指します。 

 

【運転安全規範綱領】 

⑴ 安全の確保は、輸送の生命である。 

⑵ 規程の遵守は、安全の基礎である。 

⑶ 勤務の厳正は、安全の要件である。 

 

３ 安全目標 

 

基本方針および運転安全規範綱領に基づき、職員は安全を最優先し、安全体

制の強化に努めます。 

また、養老鉄道株式会社との連携を進め、計画的に鉄道施設および車両、そ

の他備品の修繕を行い、安全性及び信頼性の高い鉄道事業者を目指すことを目

標とします。 

 

４ 安全確保のための取り組み 

 

 ⑴ 令和7年度に実施した主な取り組み 

  基本方針及び安全行動規範に基づき、列車の安全運行を図るとともに、利

用者の安全を確保するために実施した主な取り組みを記載します。 

  ① 安全重点施策に基づく、安全取組計画の実施 

区分 取組内容 

1) 線路設備の更新 PCまくら木化（916本） 

スロープ改良（1箇所） 

ホーム改良（1箇所） 

配線変更（1箇所） 

2) 電路設備の更新 コンクリート柱化（6門基） 

電線路更新強化（838ｍ） 
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区分 取組内容 

3) 信号保安設備の更新 変電所制御用蓄電池（2箇所）、 

整流器用変圧器（1台） 

連動装置（1箇所） 

信号用継電器（39個） 

踏切用継電器（22個） 

踏切道遮断機（6基） 

踏切道機器（警報音発生器（3台）、整流器

（1台）、スピーカー（22台)、全方向閃光灯

（5組）、アルカリ蓄電池（2箇所）） 

AFO装置（10台） 

ATS地上子（8枚） 

電気転てつ機（2台） 

転てつ回路制御器（2台） 

インピーダンスボンド（4台） 

信号機構（4基） 

キュービクル（1箇所） 

光配線化（1箇所） 

4) 線路保存費（修繕） まくらぎ交換（並960本、大盤34本、橋114

本、分岐23本） 

レール等交換（550.2ｍ） 

橋梁補修（4橋） 

軌道整備 

砕石補充等 

5) 電路保存費（修繕） 電路・電気・信号・通信設備補修等 

6）車両保存費（修繕） 車両定期検査・車両定期検査併行工事 

（3編成8両） 
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⑵ 安全対策に関する取組 

    ① 二種三種連絡会議の開催 

   第三種鉄道事業者である当法人と第二種鉄道事業者である養老鉄道㈱に

おいて、毎月、連絡会議を開催し、列車の安全運行や利用者の安全確保を

図るための情報共有や意見交換を行っています。 

   今後も養老鉄道㈱と密に連携し、計画的に鉄道施設および車両の整備・

維持修繕を実施し、輸送の安全を確保するよう努めます。 

 

② 経営トップによる現場巡視      

経営トップである代表理事をはじめ、安全統括管理者（養老鉄道㈱鉄道

営業部長）および施設管理者（総務企画課長）は、積極的に現業職場を巡

視し、現場の安全に対する取組状況を確認するとともに、保守管理を行う

養老鉄道㈱の施設・車両管理部門との意見交換を行い、安全管理の確認を

行っています。 

 

  ③ 内部監査の実施 

「運輸安全マネジメント制度」に基づき、安全管理体制の実施状況を確

認するため、毎年1回内部監査を実施しています。令和7年度は、令和7年 

12月18日に実施し、適正であることを確認しております。今後もＰＤＣＡ

サイクルを機能させて継続的な安全性の向上を図ってまいります。 

 

④ 教育訓練      

「運輸安全マネジメント制度」に基づき、安全管理に関する知識・技能の

維持向上を図るため、令和8年6月1日開催の理事会にて、役員への運輸安全

マネジメント制度に関する研修を行い、組織全体での安全意識の向上を図っ

ています。 
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５ 安全管理体制 

  代表理事をトップとする安全管理組織を下図のとおり構築し、安全統括管理

者および施設管理者の役割や責任を明確化し、安全確保に係る業務を適切に遂

行します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【各管理者の役割】 

・代表理事    第三種鉄道事業者の長として、養老鉄道㈱と連携のもと、

鉄道施設および車両に関する輸送の安全を確保するため必

要な措置等を行う。 

・安全統括管理者 輸送の安全の確保に関する業務を統括する。 

・施設管理者   安全統括管理者の指揮の下、施設に関する事項を統括す

る。 

 

指示連絡系統

連絡系統

安全統括管理者

施工管理者
（施設課長）

運転管理者
（運輸課長）

一般社団法人養老線管理機構

施設管理者
（総務企画課長）

代表理事

車両管理者
（車両課長）

安全統括管理者
（鉄道営業部長）

養老鉄道株式会社

意見具申任命(委嘱)

指揮命令 連絡報告

(鉄道営業部長 ) 


